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明治前期における国債思想の展開
一起業公債発行問題をめぐって (2)一
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V 本格的な国債論争の始まり
明治11年 5月1日の起業公債証書条例第3条にもとづき当該公債発行事務取
扱機関である第一国立銀行と三井銀行が主として全国紙に掲載した「起業公債
募集公告文」は，起業公債の発行目的とそれの有用性について詳説してはいる
ものの，何故それを国内で募集し外国で募集しなかったのかという説明は「公
告文」から窺い知る事が出来ない。この点は，唯一の例を除いて67)前節でみた
ように官民一体の起業公債募集に関する広報活動に共通している。
確かに起業公債に関する政府のPRは成功した。応募額の期限前達成はそれ
の客観的効果を示すものであるが， PRの効果はそれに止まらない。応募能力
のない一般民衆のレベルにまで国債知識が浸透し始めたことである。今回の起
業公債と「國用ノ費金等苛酷強談ヲ以テ貧富ヲ論セス領内ノ人民二賦課スル」
維新前の御用金等との差異に触れ， 「大イニ民情ヲ掛酌シ其有志債主ノ便利ヲ
要スル賓二至レリ壺セリ」の起業公債を「競テ債主ノ任二嘗リ國家富賓ノ資用
二供シ自個ノ儲蓄ヲ増殖スルノ便益ヲ計リ以テ其主意ヲ鶴認シ國恩ノ萬分ノー
ヲ報セラレン」と齢未だ14に達しない「赤貧寒生」の少年による蓄財家への要
67)明治10年12月にわが国最初の金融雑誌として大蔵省銀行課から刊行された「銀行雑
誌」の第6号（明治11年5月29日発行）に銀行課長岩崎小二郎の「国債論」が掲載さ
れた。これは「方今起業公債ノ招募ハ世論ノ集貼タルヲ以テ今之ヲ同氏二請ヒ（中
略）世人ノ参看二供ス」（編者識）るために明治 9年3月発行の『共存雑誌」第 11号
所収の岩崎論文を転載したものであるが，そこでは生産公債有用論と並んで条件付の
外債発行論が展開されている。
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望68)はこのことを示す一例である。そしてこの恐るべき子供や民衆の習得した
国債知識の主要な源泉は新聞・雑誌であった。
起業公債条例の公布された翌日の 5月2日に発行された『横濱毎日新聞』は
「日本政府ハ新内債ヲ興ス」という論説を掲載した。維新以来の国債残高が3
億6千万円を超える現在， それに加えて明治10年度予算規模のに1/5に達する
程の 1,250万円の新債を発行すれば，日本政府の財政状況は今後どのようにな
るのかという国民の憂慮の念は当然であろう。しかしながら「今日ノ新債」は
「前日ノ公債」のように「政府歳計ノ不足ヨリ生ス）レ者ニアラス。又家禄処分
ノ巳ムヲ得ザル者ニアラス。（中略）工業ヲ興シ此ヲ以テ物産ヲ殖シ此ヲ以テ
将来富国の基ヲ開ク等皆ナ為ス可カラザル者ナシ」「政府ノ今日之ヲ為スハ賓
.:. (民間ノ）有志者二代）レ者ナリ。其威望ヲ以テ内債ヲ召募スルハ恰モ有力者
ガ多少ノ資金ヲ會社二托シ工業ヲ興セシ如キ者ナリ。是レ亦已ムヲ得サルノ政
策ニシテ救時ノー手段トモ云フ可シ」と述べ，起業公債が歳入補填公債ではな
く，生産的目的に使われる「有用ノ公債」であると論説者は評価した。続けて
同紙 (7日号）は「前日ノ公債ハ租税ヲ以テ其利子ヲ払イ租税ヲ以テ其元金ヲ償
却シ，即チ政事ノ公債ニシテ余佛人民ガ頭上二負撞スル所ナリ。今日ノ公債ハ
則チ然ラズ，其利子ヲ彿フハ起業ノ利益ヲ以テスルナリ。其元金ヲ償却スルモ
亦起業ノ利益ヲ以テスルナリ。即チ政府が起業上ノ私債ニシテ余僚人民ガ出セ
ル租税卜相関係スル者ニアラズ」として起業公債の発行が非生産的公債に見ら
れる様に人民の租税負担の実質的増加に結びつかないことを強調した。更に
「世ノ金銀ヲ深蔵シテ死物二附ス）レ徒卜貴重ナル貨財ヲ奢靡遊侠二徒費スル輩
ヲシテ疑念ナク政府ノ募リニ應セシメント欲スルナリ」と論じて，民間の遊資
や奢俊的消費に使われる資金を社会的生産資金に転用するための手段としての
起業公債の応募を勧奨した。
「吾人ハ横濱記者ニアラザルモ贅費ヲ消シ死金ヲ持スルノ徒二向ッテ國ノ為
68)京都府下下京尚徳校生徒小林楳吉「内国債ノ達書ヲ讃ミテ大方ノ蓄財家二呈スルノ
文」，『頴オ新誌」第68号（明治1年6月22日発行）所収。
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メ只管此募二應ズベキヲ奨励ス）レ所アルナリ」と述べ，起業公債の発行を積極
的に支持したのは『大阪日報』 (5月15日号）であった。「此公債ハ自カラ薔費
ヲ消却ス）レ等死財本トナスニアラザレバ自カラ他ノ公債トハ其性質ヲ異ニス）レ
モノニシテ吾人々民ハ之ヲ賛成シ前途二於テ其活用ヲ誤ラズ所謂）レ公益ノ益々
起ラン事ヲ祈）レアル而已」と。
『東京日日新聞』は 5月6日号で，巨額の国債残高に加えて 1,250万円の起
業公債が発行されれば，公債の市場価格，国民資産，更に国民経済全体そして
わが国の現今と将来に及ぼす当該公債の諸影響等々について未だ考察すべき問
題が残ってはいるものの，今回発行された公債は「日本全國ノ為二利益ヲ起ス
ノ公債ナリ。今ヤ世界萬國ミナ戦争國是ヲ主義トシ其公債ヲ攀テ之ヲ兵備二投
費ス）レノ時二際シ我國二於テハ却テ之ヲ有益ノ起業二供スルハ翼二日本ノ光栄
ナリト確信セサル可カラズ」と軍事公債と性格を異にする起業公債の発行に積
極的な評価を与えると共に， 5月8日号の論説「内国債募集ノ目的」では「今
ヤ世界各国ミナ争テ公債ヲ募リ以テ國用ノ足ラザ）レヲ補フニ汲々トシ鋭意シテ
公債償還ノ方法ヲ行フト雖トモ，善ク我國ノ如ク年々公債ノ元金ヲ彿戻ス者ア
ル乎。又善ク我國ノ如クニ期限ヲ怠ラズシテ公債ノ利彿ヲ我ス者ア）レ乎。米國
ヲ除クノ外二於テハ吾曹決シテ之ア）レヲ知ラザルガ故二公債ノ信憑二関ジテハ
我日本ヲ以テ第一等ノ地位ヲ占ム）レ者ナリト明言ス）レモ誰力之ヲ浮誇ノ爛語ナ
リトセンヤ」と過去10年間の償還•利払いの実績と経常収支分析から， 日本政
府の公信用の上昇と安定を強調し，国債残高が一般に言われる程の「信二驚愕
スベキ巨額」ではないことを暗示した。
一方，『郵便報知新聞」は「内国債ヲ募）レノ利害如何」 と言う論説を 5月4
・6・9日の 3回に分けて連載した。記者は，先ず始めに政府の産業活動の範
囲にふれ，港湾・灯台・鉄道及び近代移入工業等「利益有テ莫大ノ資本ヲ要ス
）レ事業」は民間部門に代わって政府がこれを引き受けることも出来るが，それ
が発展し利益も確保できるような状態になれば，政府は「速二之ヲ人民二譲輿
シ其ノ株式ヲ賣テ得タル所ノ金額ヲ以テ以前費用セシ欠所二填充スヘシ，即チ
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内国債ヲ募リシ者ナレバ之ノ金額ヲ以テ国債ヲ償却シ了ルヘシ」， と企業とし
て将来性のある官営事業の民営化を主張する。そしてこのような官業のための
費用は租税よりも内国債で調達する方がよいと言う。何故なら，租税は人民の
資金に余裕があるか否かを問わず「強迫徴収」されるものであるから，租税で
もって調達された官業の資金は民間の資金を奪って行われるものであって，又
そうした官業が民営化されたならば， 「政府ハ民間乙ノ事業ヲ倒シテ甲ノ事業
ヲ興コセシニ外ナラス，甲ノ資金ハ則チ乙ノ資金ヲ奪ヒ去」ったのと同じであ
る。これに対して内国債は「民間有餘ノ財銭ヲ集メクル者卜云フヘシ」。 もし
民間部門に余剰資金があれば人々は内国債に応募するであろうし，それがなけ
れば応募しないであろう。この様に内国債募集の成否は民間部門に余剰資金が
在るか否かによって決まるのであって，この点「乙ヲ損シテ甲ヲ増シ左二倒シ
テ右二起コスノ類」の租税と異なるのであると。
それでは民間部門に余剰資金があれば，内国債はいかなる場合にでも発行で
きるのか。例えば，政府が利率6%の内国債収入を5%以下の利益しかもたら
さない事業に費消すれば，それは5%の利益を挙げる民間の事業を廃絶して利
益が5%を下回る事業に資金を転用するのと同じことであるから， 「一國ノ上
ヨリ之ヲ銀ルトキハ其ノ富ヲ損傷スル事勘カラス（中略）是レ則チ理財ノ主義
二戻リ公債ヲ濫用スル者ニシテ又彼ノ租税ヲ用ユル者卜其理ヲ同フスル者ナ
リ」として，記者は投資効率の低い事業の資金調達のために内国債を発行する
ことの誤りを指摘する。/
更に資本を民間事業に投資する機会がない場合には，内国債は「資本家二充
分ノ利益卜便宜トヲ輿フルモノ」であるが，そうではなしに彼らが「政府ノ御
都合ヲ推測シ此時二嘗リテ此募二應スルハ資本家ノ義務ナリナドト誤了シテ資
本ヲ國債二充ルトキハ政府國債ヲ募ルノ本意二背クノミナラズ，全國ノ理財ヲ
害シテ公益ヲ傷損スルモノナリ」。 また政府が応募を強制するようなことにな
れば，「国債ハ害アリテ利ナキモノナリ」と，記者は民間部門における資本の
存在量と資本使用のコストである市場利子を基準において国債発行の適否を考
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察し，．そこから仮に応募額が起債額に達しなくとも，応募を強制するようなこ
となく応募額の範囲内で事業を進めるべきであるとの希望を披猥したが，これ
はいわば条件付起業公債発行肯定論である。
当時の五大新聞のなかで起業公債の発行に消極的であったのは『朝野新聞J]
だけであった。即ち同紙の論説 (5月7日号）は， 「西南征討費ノ不足ヲ蒲縫セ
ンガ為メニスルトナラバ固ヨリ其ノ理由有リト雖ドモ」起業目的の為の公債発
行には原則的に反対であるという。何故なら，政府の役割は「物産ノ増殖ヲ致
シ商賣ノ昌盛二赴カントスル進路二妨碍タル可キモノヲ除キ以テ其ノ保護ヲ為
ス可キノミ（中略）自ラ手ヲ下ダシテ其ノ事業ヲ経営スルナラバ是レ則チ政府
ガ人民ノ私事二干渉スルモノニシテ自由政治ノ方向二背馳スル」からである。
本来「物産増殖商賣昌盛」は「人民ガ各自ノ利害二向テ勉強スル所ノ私カニ放
任シテ可ナル」ものである。ところが肝心の「人民ハ卑屈儒弱ニシテ衰々昧々
タリ其ノ自カラ奮登興起シテ物産ヲ増殖シ内外ノ商業ヲ盛ンニシ以テ國カヲ富
強ナラシム）レヲ圏ル者ノ如キハ膠々トシテ晨星ヨリモ竿レナリ」。それ故， 今
回の様な一大公共事業に着手するため，民間に代わって政府が公債を募るのも
止むを得ないことである。しかしながら，将来再び政府をして起業公債の発行
をさせないようにするには，全人民が速やかに「自主自立ノ精神ヲ発揮」でき
るようにならなければならないと，同紙は訴えた。
同紙は更に 5月12日号で，応募者利回り 7.5%の公債を「有スル者ハ坐カラ
自個ノ儲蓄ヲ増殖スルヲ得，而テ其募集二充ツル所ノ金額ハ翻テ國家富賓ノ資
用二供シ以テ一般ノ便益ヲ増スルヲ得」るという大蔵卿の示達の中の一文を採
り上げ，これは「人民ハー事ヲ螢マズ寝ナガラニ利益ヲ占取セヨト稲スル者ニ
似タリ」。即ち，民間の企業活動で7.5%の資本利子を獲得することは必ずしも
容易ではないが，その資本を起業公債の購入に充てれば確実に7.5%の利子が保
証されるので，この影響で「民間百般ノ事業ハ幾分ノ衰替ヲ生ゼラルノ憂無シ
トセズ」。 それを「内國ノ事情二於テ巳ムヲ得ザ｝レモノ」という理由で起業公
債の発行を安易に容認すれば，「奮褻作興ノ氣カニ乏」しいわが国人民の依頼心
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は強くなり，益々私人の経済活動が萎縮するのではないかと，同紙は起業公債
が資本家の投資動機を通じて民間の資本蓄積に負の影響をもたらす可能性につ
いて警告した。
このような『朝野新聞」の論説に『横濱毎日新聞」は反論した。 5月30日付
の同紙の論説「起業公債ノ結果」（畑義明）は起業公債の発行に伴って「ーニ
ノ弊害」のあることを認めつつも，公債収入の使途によってもたらされる利益
の散布状況が特定の地方に偏るという弊害は事業担当者の注意と努力で避け得，
る問題であると指摘する。だが，起業公債の発行によって資本が民間部門から
政府部門へ移動するという見解は明白に誤りであると言う。確かに公債の利率
ないし利回りが市場利子率にくらべて著しく高ければ，投資家の手持ちの資本
に移動が生じるかも知れない。しかしながら起業公債の利回りは「僅カニ七分
五厘ノミ。懐フニ他ノ既二元入セル資本ヲ奪ヒ労職者ヲシテ職ヲ失フニ祐復セ
シムル程ノ威カヲ有セザJレベシ。唯夕世ノ資本ヲ有シテ使用スルニ道ナキモノ
及ビ之ヲ賣買シテ利益ヲ得ント欲スルモノ而已二之ヲ購買スベキノミ。然ラバ
國家無用ノ資本ヲ愛シテ有用トナスニ均シ。最モ希望スベキ事ナラズヤ」と。
だが，同紙は持説の反復だけに止まり，新たな問題点の指摘はない。
有力新聞紙上でこのように起業公債をめぐって論戦が行なわれていた一方，
応募額は着々と増えていった。 1,250万円の募集額などとても国内で調達でき
るものではないと大方の識者は予測していた。 6月15日の「中外物価新報」は
次のように告白している。
数百万円の資金でも国内で調達することが容易ではないので「必ず外国に仰
がざるを得ざるべしと思惟せしは吾輩のみに止らず，誰も皆然りしならん。況
や千万以上の巨額に至りては到底内地に望むべからずとせしに社会の気運は漸
く進み無形の信憑も稲定る所ありて， 国家の鴻業の起さ>るべからざるを知
り，政府の措置に過ちなきと両銀行の着実堅固なるを信じ，一般の人情余裕の
資財を空しく貯蔵するを快しとせざるに至りしを以て斯く続々と募に応じ，吾
輩思想の外に出たるは喜ぶ可きの至りなり。既に社会の信憑は是れ迄に進みた
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り。其信憑を負ふものは宜しく勉めずんばあるべからず。万一此機に当たり
挫折するのことあらば，再び挽回せんと決して容易に成し能はざる所なり。
（中略）吾輩は此回の起業公債募集の成跡に就て大に無形信憑の進捗するを観
て将来為すあるの徴を発見せり」。
w 外債発行論争
明治11年 6月26日付の『東京日日新聞』に「外国債ノ利害ヲ論ズ」という論
説が掲載された。起業公債の応募額が発行額に迫ろうとしていた頃である。同
紙は起業公債募集の成功を祝すると共に，この時機に内債と「公衆ノ富資」と
の関係を考察すべきであるが，それに先立ち外債の発行が果たして我が国にと
って有利なのか不利なのかを検討しておく必要があると主張した。何故なら外
債は内債の代替的な財源調達手段であるにもかかわらず， 「我邦今日ノ輿論ニ
於テ外國債ヲ危害アリトシ最モ忌避スベキ事ナリト一般二思惟シ遂二嘗局者ヲ
鉗制スルノ勢アルガ故二聯力其妄迷ヲ論破セザル可カラズ」。
外債発行の問題点は，資金の貸手の国籍如何ではなく，それの使途に在る。
例えば，日本政府が相対的に低利の外債を発行して，それによって得た資金を
鉄道建設等の生産的な用途に使えば，高い収益が上げられるだけでなく鉄道の
便により生糸製茶等の輸出も増えるので， 「是レ真二国益ヲ起ス者ナリ」。一
方，外国の応募者も自国内での金融投資で得られる利子と比べて高い利子を入
手できるから，「双方二利アリテ執レニモ害ナキヤ明ナリ」。もし外債収入を消
費財や軍需財等非生産的な財貨の購入にあてれば，元利償還のための資金は準
備貨幣と輸出貿易収入を充てる以外に方法はないので，我が国の準備貨幣は減
少し貿易構造は輸出偏重となる。外債の元利償還と貿易の決済のための貨幣が
不足すれば，再び外債を発行して急場を凌がなければならない状況に追いやら
れ，やがて外債の発行を重ねる嵌めに陥り，外債の残高は累積して「遂二我邦
ノ歳入ヲ挙ゲテ其元利二供スルノ不得已二至リ恰モ現時土耳其ノ財政二異ナラ
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ザルベシ」。かくして「我邦ノ危害ハ外國債ヲ起スニアラズシテ之ヲ使用ス）レ
方法ノ如何ニアルヲ確徴スルニ十分ナルベシ」。それ故， 起業公債は明らかに
「殖益ノ使途二充ツルノ資本ナレバ，日本政府ノ信用ヲ以テ之ヲ倫敦二募ラバ
賓債九十五圏年五分ニテ借入｝レ>ノヽ敢テ難キニ非ザ｝レベキナリ」。わが国の政
府が低利の外債の発行をやめて高利の内債を選択したのは，反外債論の最有力
の根拠である「内債ハ債主モ負債主モ倶二日本人ナレバ差引二損得ナシト云ヘ
ル偏説ノ勢力二鉗制セラレタルニ非ラザ｝レヲ得ンヤ」。反外債論者は公債収入
の使途による経済的効果の分析を疎かにして「徒二其債主ノ外国人タラン事ヲ
是レ嫌フニ過ギザル」なりと，同紙は反外債論の批判を展開した69)。
翌27日の社説「國債ノ闘繋」では，内債であれば，それは「其國ノ富ヲ増ス
69)福沢諭吉は明治16年6月16日と19日の「時事新報」で外債を発行して速やかに政府発
行の不換紙幣を回収し兌換紙幣に引き換えるべきだと提案した。これに対して不換紙
幣の流通は日本の一大不幸であるけれども， 外債の弊害の方がもっと恐ろしいとし
て，『東京日日新聞」は『時事新報』（福沢）の説を批判した。福沢は「外債を起して急
に紙幣を兌換するの可否に付東京日日新聞の惑を解く」という社説を「時事新報」に
同年6月27日から30日まで4回に分けて連載したが， 29日付けの社説のなかで取り上
げられたのが5年前のこの「外国債ノ利害ヲ論ズ」と後に紹介する「外国資本ヲ我邦
二容,レ>説二関シテ三新聞記者ノ惑ヲ弁ズ」（明治 1年10月151:1~23日連載のうちの
19日号の論説）であった。この「東京日日新聞」の「論旨を察すれば，国債を募るは
最も低利の場所即ち外国に於てすべし，殖益のための国債なれば決して不是なること
なし， 目下日本の急務は，外国の資本を輸入して大に殖産を謀るに在りと云ふもの>
如し。今強迫紙幣を兌換するは国のために大害を除くものなり。（中略）殖産を謀る
は国のために大利を興すものなり。害を除くと利を興すと其名相異なりと雖ども，其
実は相同じ」である。『東京日日新聞』も，したがって，「外債を起し外国の資本を輸
入して鉄道布設等殖益の業を起すと同時に，兼て強迫紙幣の害を除くことを熱望する
の論者たること明らかなり」 と， 福沢は応戦しているが （『福澤諭吉経済論集＜選
集第4>』，慶応出版社，昭和18年6月， 241-2ページ。），彼の反論は言葉のレトリ
ックに過ぎず，説得的ではない。「東京日日新聞」の外債擁護論の根拠は低利し生産
的使途である。不換紙幣消却の為の外債発行は確かに無形の利益をもたらすけれど
も，それが生産的使途に用いられたとはいえない。そう断言するためには生産的使途
とは何かということを確定しておかなければならない。福沢の理論にはそれが欠けて
いた。
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モノ」であるから「國債ノ多キハ憂フニ足ラザルナリ」というもう一つの「妄
迷説」について批判が加えられた。このような見解は国債を「債主」としての
公債証書の所有者の立場からしか見ておらず， 「負債主」（納税者）としての国
民の立場を見過ごしている。国民は「國債ノ全額ヲ負擁シ之ヲ支消シ畢Jレ迄ハ
誰レ彼レノ別ナク各自ノ土地家屋資財ノ幾分ハ暗二國債ノ抵嘗卜成Jレノ姿ナレ
バ，公債所持人タル債主卜雖トモ質ハ又負債主ノ一人タラザJレヲ免レズトス」。
国民は国債の償還の完了するまで年々の歳入のうちの一部を償還財源に繰入な
ければならない義務を負わされているので， 「國債アルガ為二貧ニコソ赴ケ豪
末モ更二其富ヲ増サゞJレヤ」。 また公債所有者は「貯金を出シテ國債二換へ定
法ノ利子ヲ収ムル者タルニ過ギズ。國債ナキモ其貯金ヲ以テ不動産二換へ會社
ノ株券二換へ或ハ相嘗ノ貸附ヲ成サバ又以テ利子ヲ収ムルニ足）レ。只々政府ヲ
債主トスルカ私民ヲ債主トスルカノ別アルダケニテ（中略）國債アルガ為二別
二其富ヲ増」した訳ではない。
それでは日本の国債が全額償還されたならば，国の富に変化が生じるであろ
うか。公債所有者という個別経済の立場からみれば，確かに投資機会の喪失と
いう意味での金融資産の減少の可能性があるけれども，納税者という国民経済
全体の観点からすれば，国債償還のための余分な支出が不要になるので，むし
ろ「利スル所アリト云ハザル可カラズ」。
更に公債所有者は，公債証書が最信の債券であるので，何時でもそれを通貨
に引き断える事ができ，また何時でも抵当として借金する事ができるという理
由で以て， 国債は「活用資本ヲ増加スル」効果があると説く者がいるけれど
も，それは誤りである。何故なら，世間に信用のある確実な私債証書もその意
味では活用資本であって，それは何も国債だけに限らないからである。
以上の論拠から，同紙は次のように論結する。外債だから国が貧しく成り，
内債だから国が富むというものではない。それらは両方とも偏見である。 「其
利害ハ到底其募額ヲ以テ何等ノ費途二供スル乎二存スル」と。『東京日日新
聞』のこの論説が明治11年代とそれ以降において展開されたわが国の外債論争
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の口火を切ったのである。
殖産興業には智カ・労カ・金力の三つが必要であるが，現在わが国に足らな
いものは金力，即ち低利の大資本である。いまこそ「一大英断」をもって「外
國人をして我工業資本の募集に應ぜむべし」と『中外物債新報』 (9月18日号）
が外国資本の移入に賛成した。そして外資移入が外国人によるわが国財産の奪
取になるという多くの人々の抱いている漠然とした危惧の念に対して「國に起
こる事業は所有者の誰たるを（問わず）其國の財産なり。即ち其國の富なり。之
を他に持ち去らんとするも能はざる所なり」 と同紙 (9月28日号）は反論した。
10月1日及び2日号の『朝野新聞』（高橋基一稿）もこれに呼応して外貨移
入論を展開した。現在の貿易不均衡を早急に是正するため政府も巨万の金を使
って殖産興業に努力しているけれども，一向に是正の成果が現れない。その理
由は現在計画中の事業を全国的に展開するための資本が欠乏しているからであ
る。「資本の欠乏スルガ為メニ起ス可キノ事業起ルヲ得ズ。生ズ可キノ利益生
ズルヲ得ズ。従ツテ貿易ノ不平均を致クスニ至レリ。此ノ気運ヲ挽回スル法有
リヤ。日ク有リ。外國ノ資本ヲ移シテ我邦ノ資本二共用センノミ」。言うとこ
ろの外資導入とは「海外ノ國人ヲシテ我邦各種ノ事業ヲ経営シ又ハ輩二其ノ金
主タルノ櫂利を有セムルニ在ル」。 ところが「世上ノ論客」の中には， そのよ
うな事になれば，貧しい日本人が金持ちの外国人に酷使されるだけでなく，ゃ
がては日本全国の利益が白人の手に握られ日本人は益々苦しむようになる，と
杞憂するものがいる。しかしそれは「無益ノ配慮」に過ぎない。考えもみよ，
日本人が貧しく不景気に苦しんでいるのも社会に資本が不足して事業を起こす
事も出来ず， 「従ツテ其ノ事業二傭役セラレテ賃金ヲ得ベキ人民ヲシテ空手坐
食セシムルト一般ノ景況ヲ現出シ金融漸ク甕塞シ商工モ亦甚ダ空閑二属シタル
ガ故二非ズヤ。（中略）海外人ノ資本二由ツテ盛ンニ各種ノ事業ヲ起スヲ得レバ
則チ之レガ為メニ移多ノ人民ヲシ其ノ職業ヲ有セシメ又其努報ヲ得テ以テ各自
ノ生計ヲ饒カナラシム可シ」。ただ現在問題の治外法権を廃止し， それにかわ
って外国投資家を保護する法律を整備すべきである。そのためにも条約改正を
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成功させ外国人に日本の法律を遵守させるようにすれば， 「縦令駿陽ノ茶園ハ
英人ノ所有卜為リ南総ノ牧場ハ佛人ノ掌握二錦スルニ至｝レト雖ドモ，竜モ之ヲ
憂トスルニ足ラザルナリ」。これによって初めて貿易の不均衡も是正されるで
あろうと。
『東京日日新聞』の福地源一郎は10月5日と 8日の論説「外國ノ資本ヲ我邦
二容｝レヽノ説」でわが意を得たりとばかりにこれを取り上げ， 4年前の明治 8
年 1月に自分が外資移入の説を世に問うたときには，「一人ノ之二應ズ）レ無ク，
一新聞ノ之ヲ賛スル無ク，甚シクハ吾曹ヲ以テ我邦ヲ外國二賣ス）レノ妄論者ナ
リト誹謗スルニ至リ，吾曹ハ此説ノ為二社會ヨリ擦斥セラレ此論ノ為二罪ヲ公
議二得タルノ情勢ナリシガ，明治十一年ノ今日ヲ待テ終二輿論ノ是認スル所ト
ナリ（中略）却テ世上二向テ第一動議者タルノ榮ヲ辱クスルハ盗二悦楽ナリ」
と喜びを露にした。
これに対して『郵便報知新聞』が直ちに反論した。同月 9・10の両日の論説
「三大新聞ノ説ヲ駁ス」がそれである。「抑モ日報記者ガ僅カニ両記者（中外及
ヒ朝野）ノ説ヲ得テ直チニ之レヲ輿論卜確認シタルハ粗漏モ亦甚シカラズヤ」
とジャブを出してから次のように論駁した。彼らは外資輸入の根拠をわが国の
資本の欠乏に求めているが，起業公債の応募額が僅か3カ月で募集額の倍を記
録した事実からみても「俵令此畢ハ善美ナルトモ人ヲ四方二派シテ百万説論ヲ
費ヤストモ，國二資本アラズンバ三ヶ月二於テ直チニー倍ノ超過ヲナスニ至ラ
ザルヤ必セリ」。わが国に資本が不足しているのでは無く，「現在國歩ノ進度二
應シテ殖産ヲ謀ル可キ餘裕アリト雖モ奈何セン。従来私人ニシテ新業ヲ創起セ
ルモノ皆事ノ順序ヲ誤リ或ハ着手ノ方法整一齊セザルガ為二相踵テ失敗シタ）レ
ヲ以テ資産アルモノト雖モ其覆轍ヲ踏マン事ヲ憬レ，容易二新業ノ起ス可カラ
ザルヲ信ジ寧口守銭奴トナルモ資産ヲ學ゲテ消失セシム）レニ優レリト思惟シ，
最モ信憑スベキ事大政府ノ如キニアラズンバ決シテ其資本ヲ委托セザルニ至レ
リ。故ニー朝政府ノ令ヲ以テ資本ヲ募レバ忽チ巨額ノ財本ヲ集）レニ至｝レ。余輩
.Iヽ 最大ノ危険ヲ冒カシテ西人ヲ財主トセンヨリハ寧口政府ヲシテ我國二起スベ
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キ萬般ノ事業ヲ興スノ煩ヲ取ラシメン事ヲ希望スルナリ」。いま外資移入をす
れば， これによって豊かになるのは外国の投資家である。「外人ノ資本ヲ我二
移サバ彼我競争ノ関係ヨリ多少我邦ノ富有ヲ鼓動スル事モアルベシト雖モ，財
力智術ノ競ハザル到底我ノ失敗二蹄スルヲ免レザルナリ」。同紙は日本人の企
業者精神や能力の欠如にこそ問題があると分析した。
『郵便報知新聞」の外資移入反対論を支持したのが，『横濱毎日新聞』と『曙
新聞』であった。 10月9日及び15日の「横濱毎日』は，外国資本の移入と共に
「猾智ノ外人」も移入され，わが国の経済が彼らに蹂躙される恐れがある。「國
内ノ智力財カノ集合シタル政府ハ常二之ガ率先トナリ國民ヲ誘起鼓動シテ之二
従事セシメ，國民ハ漸ク自為カヲ有スルニ及ベバ政府ハ亦漸ク之二地歩譲リ終
二國民一般ノ自興自殖二帰スルハ歌米諸國ノ例二於テ大概然ラザルハナシ。
故二政府ノ干渉二過ギテ人民ノ興業殖産ヲ妨害スルハ固ヨリ稲賛ス可キニアラ
ザルモ人民未ダ興業殖産ノ何物タルヲ知ラザル未開世界二在リテハ，政府ハ亦
之ガ率先トナリテ人民ヲ誘起鼓動セズンバアル可カラザルナリ」と主張した。
『東京日日新聞』は直ちにそれらに反論を加えた。三新聞の反対論の趣旨は
所詮「我邦ノ物産ヲ増殖シクキハシタケレドモ，若シ外人ヲシテ其資本ヲ移入
セシメバ他日彼二専領セラ)レ>ノ恐レアリト云フニ過ギザルノミ」。『郵便報
知』は企業公債の応募状況を例にとってわが国に資本の窮乏なしと言うけれど
も，机上の理論家の言葉ならいざ知らず，「世情二通暁スベキ新聞記者」の言う
ことか。「諸人ガ争テ起業ノ募に應ジ其原額二超過スル所以」はそれが「此上
モ無キ便利ノ公債」だからである。また現今公債紙幣が増えているからといっ
て，これを以て資本が増えたと言えるのかと， 10月17日号の同紙は反撃した。
この年の10月から年末までの有力新聞は，外資移入論争に明け暮れたといっ
ても過言ではない。いま五紙の外資移入に関する論説の見出しを纏めて提示し
ておく。
（東京日日新聞）
「外国ノ資本ヲ我邦二容Jレ刈説」 (10月5, 8日）
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「外国資本ヲ我邦二容)レ>二関シ三新聞記者ノ惑ヲ弁ズ」 (15,17, 18, 19, 
21, 2, 23日）
「破邪論」 (1_1月2,4, 5, 6, 7日）
「殖産ノ興起セザルハ資本ノ窮乏二因Jレノ論」 (14日）
「外国資本ヲ移入スル方法」 (12月5, 7日）
（朝野新聞〕
「外国資本を移入して我邦の資本に使え」＜高橋基一>ClO月 1, 2日）
「答報知記者」＜高橋基一>Cl3,15, 16日）
「政府の興業殖産の結果」 (18日）
「再答報知記者」 (20,2, 23日）
「外国資本ノ移入」 (10月31日， 11月1,2, 5, 6, 7, 8, 12日）
「国債論」＜高橋基一>C12月1,15日）
〔中外物価新報〕
「殖産資金」 (9月18,25, 28日）
「日本殖産の現状」 (11月2日）
〔横浜毎日新聞」
「興業殖産」 (10月9,15日）
「駁東京日日新聞」 (24,25, 26, 27, 29, 30, 31日）
「再駁東京日日新聞」 (11月8, 10, 12, 13, 14, 15, 16日）
「外国資本移入論」 (19日）
「興業論」 (20,21日）
「三駁東京日日新聞」 (12月12日）
〔郵便報知新聞〕
「三大新聞ノ説ヲ駁ス」 (10月9,10日）
「読日日新聞」 (12,14日）
「朝野記者ノ答弁ヲ駁ス」 (17,18日）
「弁妄」 (23,24, 25, 26, 28, 29, 30日）
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「東京日日新聞ノ外資導入論ヲ駁ス」 (11月8,1, 12日）
「殖産新論」＜邦彦稿>(18,19日）
「駁日日新聞」＜田口卯吉>(12月9日）
「非外資移入論」 (12月12,13日） 〔未完〕
付．明治11----14年の公債発行問題をめぐる経緯
（明治10(1877)年〕
月日
1. 4 減租の詔発布。
40 
9 皇居造営延期。官省使定額金節減 (698万976円）。
11 国債寮（明治6年7月17日設置）を廃して国債局を置き，国債頭
郷純造を初代国債局長に任ず (~15年6月13日）。
2.15 西南戦争始まる。
5.19 アメリカの元長崎領事の ThomasWalsh, 外債発行の場合はア
メリカで募債するよう書簡で勧告 （『大隈重信関係文書 3』p.
245-8)。
27 第15国立銀行（華族銀行）開業。
6. 7 横浜東洋銀行管事代理ジョセフ・ロスセル，三井銀行取締役三野
村利助に外債発行の時期不適当と書簡で忠告（『大隈重信関係文
書 3」pp.253-5)。
7.14 井上馨一行殴米より帰国（明治9年 6月25日出立）。
23 『近事評論」（第70号）「日本帝国の財政」。
29 井上馨，工部卿に就任。
9.24 西南戦争終了。
12.27 大蔵卿大隈菫信，太政大臣三条実美へ明治10年度予算案（自明治
10年7月至11年6月）を提出（『太政類典』 第2編第281巻理
財）。予備紙幣を2,700万円発行。 ・
29 閣議，太政官以下各官省定額金の再節減を決定。
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参議山県有朋これを一時の弥縫策とみなし，政府支出の削減によ
る民間の経済回復後に増税を断行して財政の基礎を固めるよう建
号
ロ 0
（明治11(1878)年）
月日
1. 20 『土陽新聞」（第20号）「国債ヲ論ス」。
25 『土陽新聞』（第21号）「続国債論」。
2.12 松方正義渡欧。
3. 7 大蔵卿大隈重信，太政大臣三条実美に「内国債募集之儀上申」
（『公文録』明治11年3月 大蔵省伺33『岩倉文書 66』)。
14 太政官で「大蔵省上申内国債募集ノ議」が討議される（『公文録』
明治11年3月 大蔵省伺）。
16 大隈大蔵卿，内国債施行委任状交付方を太政官へ上申（『太政類
典』第3編第76巻理財国債及紙幣ー）。
18. 太政官，大隈大蔵卿へ内国債施行委任状を交付。
・「内国債募集之議二付太政官へ上申案」承認される（前掲「太政
類典』）。
4. 6 大久保内務卿，殖産興業華士族授産に就き建議。
16 大久保内務卿より宮城（「北上川通高屋敷ヨリ運河疏竪シ港ヲ野
蒜二開築スルノ儀」），新潟（「新潟港修築ノ儀」）両県へ「太政官
ニ於テ決裁」を布達。
18 起業公債掛を置く。
25・「起業公債証書発行公布之議二付伺」（『公文録』明治11年4月
大蔵省伺）。
・起業公債証書発行条例案並びに布達案，第一国立銀行及び三井銀
行への命令状案並びに同銀行への示達案の裁可伺（『太政類典J]
第3編第76巻理財国債及紙幣ー）。
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27・調査局議案，原案の元金の据置年限 (5個年）を 2個年に修正
（『太政類典』第 3編第76巻理財国債及紙幣ー）。
•本願寺大谷光尊， 大蔵卿へ起業公債応募協力を書面で上申 （『東
京日日新聞』 5月13日号）。
30• 太政官大臣三条実美，起業公債 1,250万円の募集を布告（太政官
第7号）（内閣官報局「明治11年法令全書』）。
•太政大臣，元老院議長二品親王熾仁に検視を要請（『公文録』明
治11年4月 大蔵省伺）。
＊ジョセーフガルニエー， 日下 寿訳『財政約説抄訳 第2
巻』 （明治11年4月）。注．「第二部公債ノ部」の訳。
5. 1・大蔵卿，起業公債証書発行条例を公布（大蔵省布達甲第13号）。
発行額1,250万円，利率6%,発行価格80円。無記名，利札付き，
外国人を除き授受売買自由。明治13年より抽選償還。明治35年末
償却。募集事務機関は第一国立銀行と三井銀行。応募申込期日 8
月31日。発行条件や応募手続きについては「新聞紙等ヲ以テ公告
二及ブベシ」（第 3条第 1節）。
•太政官第 7 号，『郵便報知新聞』，『讀賣新聞』に掲載される。
2・大蔵卿大隈重信，第一国立銀行と三井銀行に対し募集委任に関す
る要件を命令すると共に，発行目的等について示達。
・英人T.R.グリーン，東京一京都間の鉄道建設（費用1,300万円）
と起業のための資金を英国で調達するようにという書簡を大蔵卿
大隈に差し出す（『大隈重信関係文書 3』p.323-328)。
3・『讀賣新聞』に甲第13号が掲載される。
・華族，岩倉公の応募勧誘に応じ話し合いの会を持つ (~10日）。
・大蔵卿，各地方長官に内翰を発し募集上の斡旋を依頼（明治財政
史縮纂会編纂『明治財政史第8巻』昭和 2年， p.452-3)。
4 『東京日日新聞』と『郵便報知新聞」に甲第13号及び起業公債証
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書発行条例が掲載される。
6 渋沢栄一，第11回銀行集会の席上起業公債の応募を勧誘。
7・元老院議長，太政大臣へ「本院ノ検視ヲ経過シ本案致奉還候條御
上奏有之度候也」。
・『郵便報知新聞』等有力諸新聞及び雑誌に第一国立銀行及び三井
銀行による「起業公債募集公告文」を 6月中旬まで掲載。（『郵便
報知新聞』は 6月17日まで8回， 『東京日日新聞」には同18日ま
で10回）。
8 『近事評論』（第127号）「政府起業公債ヲ募ルニ於テ全国ノ人民
ヲシテ僧侶，華族卜等シク出金二熱心セシムルノ良策」。
9・大阪府知事，大蔵省布達甲13号を「管内無洩相達候事」と府第57
号を布達（大阪府公文書館所蔵『布告及布達明治11年 自4月
至6月』複写）。
・『ジャパン・ヘラルド新聞』社説「新公債」（田口卯吉訳）， 日本
の将来を「政府ノ負債ハ（中略）増加の点二傾ケリ」と予測（抄
訳は『大隈文書」 A2420)。
・『エコ・ジュ・ジャポン新聞』「日本ノ内国債」で， 国民が資本
を政府へ貸すことは政府信任の「顕証」であり， 日本国民は「憂
国心卜愛国心」をもって所期の目的を達成すべしと激励（抄訳は
『大隈文書_JA2421)。
13 郵便汽船三菱会社長岩崎弥太郎，大蔵卿へ40万円の応募を書面で
申入れ（『郵便報知新聞』 5月22日号）。
14・内務卿大久保利通暗殺。
・『郵便報知新聞」社説「本願寺教主ノ出願書面ヲ読ム」。
15 東京株式取引所開業。
16 渋沢栄一，起業公債募集のため各地遊説にこの日東京を立つ。 6
月13日帰京。（『青淵先生60年史第 1巻』， p.21)。
43 
1052 闊西大學「継清論集」第42巻第6号 (1693年3月）
44 
20 京都本願寺の寺務所，信者へ起業公債応募の「告諭書」を出す
（『大阪日報』 6月9日号及び『郵便報知新聞』 6月10日号）。
27 渋沢は，京都府知事らと共に第28区学校で起業公債発行の趣旨を
説明し，応募を説得。
29 『銀行雑誌』第6号に銀行課長岩崎小二郎の「国債論」（『共存雑
誌』第11号，明治9年3月刊）が転載される。
＊ジョセーフガルニエー，中山真一訳『理財論』（明治11年 5
月）。注．第15-18編が公債論。
6. 4 渋沢は，大隈の内命により大坂西御堂においては五代友厚や渡辺
大坂府知事らと共に，府下の豪商7百余名を集めて起業公債の応
募を説得（『大隈重信関係文書 3』p.350-4, 及び『大阪日報』
6月4,6, 14日号）。
7 大隈大蔵卿，文部省雇独逸人「パウル，マイエット大蔵省へ兼務
ノ儀二付上申」（『公文録』明治11年6月 大蔵省伺）。
11 渋沢栄一，神戸出帆の飛脚船（東京丸）で帰京の途につく。 （前
掲，『大隈重信関係文書』 p.351, 及び『大阪日報』 6月13日号）。
18 岩倉具視， 「京坂及ヒ以西之起業公債景況如何哉懸念二付」渋沢
から意見聴取（前掲『大隈重信関係文書』 p.355)。
22 『穎オ新誌』（第68号）「内国債ノ達書ヲ讀ミ大方ノ蓄財家二呈ス
ルノ文」（小林楳吉）。
29 大蔵卿大隈重信，太政大臣三条実美に明治11年度予算案（自明治11
年7月至12年6月）を提出（『太政類典』第 3編第60巻理財(l)。
＊この月エール大学留学生田尻稲次郎，駐米公使吉田清成への
「財政意見書」のなかで不換紙幣引替えの為の内国債の発行
と低利借換え債の発行による国債整理を提言。
7. 4 起業公債証書条例の一部修正（大蔵省布達甲第23号）。
5 河瀬秀治「財政之儀二付建言」（『大隈文書』 A980)。
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8 『近事評論』（第139号）「公債募集ノ勧誘ハ御用金冥加金ノ気ヲ帯
プル無キ乎」。
19 大阪株式取引所開業。
23 『東京タイムス新聞』への投害「小資本ヲ公債二募集スベキ説」
が掲載される （抄訳『大隈文書』 A2427)。
25 『横濱毎日新聞』起業公債募集高各地明細表を報道。
27 『ジャパン・タイムス新聞』「内国公伝論」（同上， A2428)。
29 元老院議官井上馨を参議に任ぜられる。これに先立ち侍補の佐佐
木高行・土方久元・元田永学等，井上の声望なき故をもって登用
に反対。大臣に建言し天皇に奏上。
8. 2 『ジャパン・ガゼット新聞』「内国債論」（同上， A2429)。
3・『東京タイムス新聞』「日本内国公債論」（同上， A2430)。
・『ジャパン・メール新聞』「内国公債論」（同上， A2428)。
17 「起業公債割払中延期ヲ許シ且該延期証書等二印紙界ヲ用ルニ及
ハス」（『太政類典』第3編第76巻理財国債及紙幣ー大蔵
省伺 7月16日）。
18 田中光儀，大隈宛の書簡で，起業公債の応募高が3カ月そこそこ
で2千万円に達したことに対し，祝意を表すると共に募集金の増
額を提案（『大隈文書第3巻』 p.370-1)。
28 大隈大蔵卿，太政大臣へ「起業公債募集金壱千萬圃各起業費二配
賦ノ儀二付伺」（『公文録』明治11年9月 大蔵省伺）。
9. 4• 上記「伺」承認される（同上）。
・太政官令達を以て起業公債募集費を10万円と定める。
・公債償還紙幣消却方案，閣議に上程。
28 P. マイエット，「日本公債」について第 1回講演（第2回は10月
12日）。
10.23 『朝野新聞』， アール・デドレー・バキステル， 杉亨二閲 呉文
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聡訳『萬國國債政表』の出版を報道。
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1. 23 大蔵省，「起業公債募集事務成果」及び「起業基金出納条例」上
申（『太政類典」第 3編第76巻理財国債及紙幣ー）。
24 太政官より内務大蔵工部三省及開拓使へ「起業基金出納条例並付
録」を通達。
「郵便報知新聞』 (1月28,31日， 2月1,4, 5日），『東京日日新
聞」 1月29,31日， 2月1,4日，「横濱毎日新聞』 1月29日， 2 
月1日， 2,4, 5, 6日，「朝野新聞』 1月31日， 2月i,2, 4, 
5日，『大阪日報」 2月1,2, 5, 7, 8日）等に分載。
29 「東京経済雑誌」第1号発刊。
2. 7 太政官より官省院使府県へ「明治8年度歳入出決算報告書（明治
11年11月20日付き）」通達。 9日公示。
3. 1 松方正義帰朝。
10 勤倹の勅語発布。
4. 8・マイエット， 「大蔵省一般の事務並びに火災保険事務の顧問」と
して大蔵省に専属（『公文録」明治12年4月 大蔵省伺）。
• この月，ヘンリー・フォン・シーボルト「財政改良論（概シテ収
税二関ス）」を大隈大蔵卿へ呈上（『大隈文書』 A4507)。
29 「東京経済雑誌』（第4号）に「財政改革論」（無署名）掲載。
5. 7 『郵便報知新聞』，マイエット「日本公債弁」の連載開始（明治
13年8月7日で56回の連載終了）。
17 「朝野新聞』，翌18日からマイエット 「日本公債」の掲載を予告
（明治13年8月4日に終了）。．
19 「東京日日新聞』，マイエット「日本公債弁」の連載開始・（明治
12年12月26日までに34回に分けて連載するも，その後中断）。
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29・『東京日日新聞」に大蔵省国債局起業公債係編著述「起業公債並
起業景況第一回報告」（明治12年4月発布）掲載。
・ドイツ皇孫ハインリッヒ，皇居に参内。
30 天皇，延遼館にドイツ皇孫を訪問。
6.10 香港知事ヘンネッシー，皇居に参内。
13 ヘンネッシー，東京鹿法会議所で演説。大隈参議• 井上参議• 松
方大蔵大輔・河瀬商務局長・遠藤大蔵大書記官ら政府の主要な経
済官僚が傍聴。
14 『中外物価新報』，ヘンネッシーの東京商法会議所における演説筆
記を掲載。
17/18 『東京日日新聞』，「香港太守ヘンネッシー閣下の演説」を掲載。
26 大蔵卿大隈重信，太政大臣三条実美に明治12年度予算案を提出。‘
27 大隈大蔵卿，「財政四件ヲ挙行セン事ヲ請フノ議」上申。
7. 4 米国前大統領グラント，皇居に参内。
7 天皇，芝離宮でグラント夫妻・ヘンネッシー夫妻らを墾応。
17 『東京日日新聞』付録に第一国立銀行及び三井銀行の「國債紙幣
錯還方法頒布緒言」掲載。
20 『朝野新聞』付録に「国債紙幣錯還方法頒布緒言」掲載。
22 『東京経済雑誌』（第 7号）付録に上記「緒言」掲載。
8. 9 『ジャパン・メール新聞』「日本国債論」（鬼頭悌二郎訳）（『大隈
文書」 A2440)。
10 天皇，浜離宮でグラント将軍と会見。将軍，外債発行の害につい
て説く。
30 グラント夫妻，告別のため皇居に参内。
10.13 侍補廃止。
＊（米）ホワイト・アンドレウヂアクソン，津田興二訳「佛國
紙幣始末』（明治12年10月）。
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12. 1 閣議で大隈重信建議の財政策四件を論議。
〔明治13(1880)年）
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1.25 交詢社発会式（『交詢雑誌』第 1号，明治13年2月 5日発行）
2.12 黒田清隆，建議のなかで農商振興のための資金調達を国債発行と
紙幣発行で行うべきであると主張（『岩倉公実記下巻」p.1715-16)。
24 「東京日日新聞」に「起業公債並起業景況第二回報告」（明治13
年 1月発布）掲載。
28・大隈，大蔵卿の兼任を免ぜられ参議専任となり，大蔵卿に佐野常
民が任ぜられる (~14年10月21日）。松方正義は大蔵大輔（任8
年11月4日）を免ぜられる。
・「東京経済雑誌』（第21号）「財政改革論の大要」。
3. 3 太政官中に法制他6部設置。大隈，会計と外務と主任となる。
5 会計検査院を太政官に設置。
12 吉原重俊，大蔵少輔に任ぜられる (~17年12月11日）。
15 乗竹孝太郎「公債発行の結果」（『東京経済雑誌』第22号）。
31 大蔵省雇独逸人パウル・マイエット，太政官会計部へ兼務。
4.21 『東京経済雑誌』（第25号）「紙幣下落救治の方策」。
30 「郵便報知新聞』，『津田興二壽 佛國紙幣始末』と「佛國ガルニ
ー著 日本中山真一繹理財論』及び『同続編」の広告掲載。
5.14• 太政官会計部主管参議大隈重信の外債5千万円募集提案閣議に付
されるも紛糾。大木喬任·伊藤博文・山県有朋• 井上 馨・山田
顕義等反対。黒田清隆・西郷従道・川村純義は大隈に同意。（『保
古飛呂比佐佐木高行日記 9」 p. 119-120 「明治天皇 第五J
p. 73)。
•山県有朋，三条実美宛の書簡で大隈の外債募集案について「将来
国家興廃浮沈二関係スヘキ重大事件故」井上・伊藤の意見を十分
に聞きただして慎重に処理するよう要請（『大隈重信関係文書
48 
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4」p.149)。
＊山県有朋「財政諮問に対する答議」（大山 梓編『山県有朋
意見書』， p.89-90)。
15 「交詢雑誌』（第11号）に「小幡篤次郎先生序津田興二膵佛
國紙幣始末』（丸屋善七）の広告掲載。
23 三大臣，諸省卿を内閣に招集し外債募集について下問。 25日まで
に各自の意見を陳述するよう命ず。 （『佐佐木高行日記 9』 p.
119)。
25 陸軍卿大山 巌•海軍卿榎本武揚・司法卿田中不二麿の三人は大
隈案に賛成。内務卿松方正義・大蔵卿佐野常民・文部卿河野敏鎌
・エ部卿山尾庸三の四人は反対『佐佐木高行日記 9』 p.119-
120「明治天皇記第五』 p.73)。
＊佐野常民「外債募集二関スル意見書」（『明治財政史第12
巻』 p.222-6及び「大隈文書 A2450』)。
27 「会計困迫二付，外国債募集ノ風説頻リニ聞込ム故，甚ダ掛念シ
クリ」「若シ其議行ハレ候時ハ，皇国モ最早明治13年ニテ滅国ト
言フモ過言ナラズト思フヨリ（中略）元田永学卜内話シ，夫ヨリ
聖上へ密奏スベシト決心」（『佐佐木高行日記 9」p.118)。
28 佐佐木，河野敏鎌より諸省卿の意見を聞く（同上， p.119-120)。
29• 岩倉具視，伊藤博文宛の書簡で「財政事件諸省卿御返答昨日に而
各相済候。別紙，佐野，大山，河野三人意見書入内見に候。外に
山県之分は昨日松方之貸し置候」と伝える （『伊藤博文関係文書
3」p.93)。
・侍従元田永学，佐佐木高行宛の書簡で外債発行反対の工作中であ
る事を知らせる（『大隈重信関係文書 4」p.153-4)。
・「朝野新聞』， 或る省のお雇い外人である獨逸人某が「目今理財
の急を救ふは外債を募り現行紙幣を廃する外無し」という趣旨の
49 
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財政意見を述べたという風説記事を掲載。
30 土方久元，元田永学宛の書簡で「此上は只々財政を不誤様之御運
に相成度と熱望之至に奉存候」と伝える（元田竹彦他編『元田永
学関係文書』 p.372)。
31 侍講佐佐木高行，岩倉具視宛の書簡で「今日二当テ外国債ヲ起ス
是レ国家安危存亡ノ秋ナリ」と大隈の建議に反対（『大隈重信関
係文書 4』,p. 152-3 及び『岩倉具視関係文書 7』p.124)。
6. 1 天皇，元田永学に勅して侍講福島種臣に外債募集に対する意見を
問わせる（『明治天皇紀第五』 p.73)。
2・大臣，参議・諸省卿の意見を奏聞し痰断を仰ぐ。
・元田永学，福島を訪ね外債募集不可の説を確認し，皇居に参内。
天皇，大臣も大隈案に反対の趣であるので外債募集は裁可すべか
らずと思惟すると，述べる。
3 天皇，大臣を召して外債募集の不可を宣し，将来勤倹を本として
経済の方法を議定すべしと「朕素ヨリ会計ノ容易ナラサルヲ知）レ
卜雖外債ノ最今日二不可ナルヲ知）レ」 旨の勅諭下す（『明治天皇
紀第五Jp. 74。なお『明治天皇詔勅謹解』 p.618では 2日，
『大隈重信関係文書 4』p.150では 8日）。
＊「国家財政ノ漸ク困難二瀕スルヲ以テ之ヲ匡救セント欲シ会
計部主管参議某新タニ真貨五千萬園ノ外債ヲ興シ之ヲ以テー
挙二流通紙幣ヲ交換シ真貨ノ利用ヲ増加スルノ議ヲ献セリ。
然トモ聖意之ヲ不可トシ更二会計部主管参議三名並大蔵卿等
二命シ外債ノ新募ヲ止メ勤倹ヲ主トシ将来ノ財政方案ヲ調理
シ以テ上奏セシム」 『岩倉具視関係文書 1」p.434)。
10・元田永学，佐佐木高行宛の書簡で，外債発行反対の宮中での工作
の成功を祝し，佐佐木の労を讃える（同上， p.155-6)。
・『東京横濱毎日新聞』「財政三策」で反外債論を展開 (~22日）。
明治前期における国債思想の展開（戒田） 1069 
13 紙幣整理を促進するため各省使の定額金300万円を節減し，減債
方案による200万円と合わせ年500万円の紙幣償却を決定。
14 渋沢栄一，京浜間銀行者の集会で紙幣整理の処分方（松方の整理
法案と類似）について政府に建議すべく動議を提出（『青淵回顧
録上巻』 p.412-5)。
15 深井考「公債募集ノ利害ヲ論ズ」（『東京経済雑誌』第29号）。
26 この日から『東京日日新聞」社説に「國債紙幣始末」（福地源一
郎執筆）が22回（最終は 7月22日）にわたって掲載される。
28 「先頃より風聞ありし外債借入のことは内閣にも種々議論あり
（中略）御氣色にも可とし給えざる趣きにて其議は差止められた
りと云へり」（『東京日日新聞』）。
29 各省使，経費の減額に強く反対のため13日に決定された方針棚上
げ。
* • この月，松方正義が財政に関する意見書（財政管窺概略）
を提出。
・参議山田顕義，建議のなかで器械生産のための資金調達を
国債発行で行うべきであると主張（『岩倉公実記下巻』
p. 1718)。
・『ジョン・スチウワート 渡邊恒吉繹官民櫂論」第3巻
（明治13年6月）出版。注，第6編「直税間税比較論」第
7編「国債ヲ論ス」。
7. 4 開拓使勤務西村貞陽「外債募集産業興隆ノ議」を右大臣岩倉具視
ヘ建言（『大隈文書』 A986)。
8 「此度外國債ノ事ハ，渋澤榮ー・五代友厚・益田 孝・福澤諭吉
等ノ発意ニハ有ル間ジキ敷，平素大隈ハ，右ノ向々へ財政上ノコ
トハ相謀リテ，百事施行セル故，右ノ向ニテ誰レカ登意ノ人アリ
クルベシ」（『佐佐木高行日記 9』,p. 187)。
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26 『東京経済雑誌』（第33号）「財政論第一」。
30 ボアソナード「紙幣錐却二付第ニノ意見書」呈上（『大隈文書』
A4403, A4404)。
＊この月，井上馨が岩倉右大臣へ意見書を呈す。
8. 4 佐佐木高行，大木喬任より外国債募集の廟議の起こったことを聞
く（『佐佐木高行日記 9」p.237-8)。
7 佐佐木，三大臣へ建白書を提出し「外債ナルモノハ，一時ノ為二
萬世ノ憂ヲ遺スモノ」と外債募集に反対（同上， p.248)。
16 岩倉公，財政救済方法（地租米納論の可否）について大臣・参議
に下問。参議元老院議長大木喬任，参議開拓長官黒田清隆ら米納
論を主張。参議西郷従道， 同川村純義， 同山田顕義， 同寺島宗
則，右大臣岩倉具視等賛成。参議大隈重信，同伊藤博文，同山県
有朋，同井上馨，左大臣熾仁親王等反対（『明治天皇紀第五』
p. 163-4)。
30・大蔵卿佐野常民，明治13年度予算表を提出。
•黒田清隆，天皇の命により意見書（米納論）上程。
31 岩倉具視，財政意見書を閣議に提出。起業公債の募集等を主張。
9. 5 『東京経済雑誌』（第37号）「仄かに聞く我廟堂に於ては断然二千
万謗の外債を起して一億余円の紙幣を一時に鎖還すべしとの説頗
る盛にして或ひは既に之に決定せられたりとも云へり。仮令ひ政
府の策荻に出てざるも何れにか救済の策あるべきは決して疑なか
るべし。吾々は今よりして其日を楽むなり」。
6 『東京日日新聞』，『東京経済雑誌』の外債募集の風説記事を転載。
7・『誤賣新聞『朝野新聞』『東京横濱毎日新聞』， 『東京経済雑誌』
の外債募集の風説記事を転載。
・『東京日日新聞』，『東京経済雑誌』の「外債募集の風説」につい
て3回にわけ論説 (9月7,8, 9日）。
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11・大木喬任，天皇の命により意見書（米納論）を上呈。
・『扶桑新誌』（第134号），「寡人政治ヲ墨守センガ為メ外債募集ノ
窮策二出ヅルガ如キハ得策二非ズ」。
・「此頃或る顕官の宅にて四五名の貴紳が集會せられ談財政困難の
事に及び互ひに眉を撃めて外債は云ふべくして行ふべからず米納
復藷は政府の信を鋏き且竹槍席旗の患ひあれば到底行ふべからず
依て熟考するに最早今日に至りては國會を開設するの外良手段な
し賓に人民の國會を請願するも無理からぬことなりと申されしよ
し」（『大阪日報』）。
12 『中立正鴬 政談』（第 5号）， 『東京経済雑誌』の外債発行の風
説をとりあげ「政府に於て紙幣下落救治の方法を御賓行に相成る
に至らば三千余萬の蒼生が喜びは何ぞ之に過るものあらんや」と
報道。
13 『近事評論』（第290号），「日本政府ガ今回 1億円ノ外債ヲ募集セ
ントスルノ議アルハ最モ其得策二非ズ」。
15. 太政大臣・左大臣・右大臣・参議伊藤博文，地租米納に関して天
皇に意見を具申。
・『東京経済雑誌』（第38号），「外債募集ノ風聞」は世間流布の外債
反対論を俗説として排除しながら，紙幣償却のための外債発行は
コストが高く，紙幣の相場に急激な変動をもたらすという理由で
反対。
16 『扶桑新誌』（第135号）， 「外債募集ノ議二付廟堂紛議ノ形況並
評」。
17 「今般政府に於て外債を募らるヽに付近日大蔵省へ新たに外債取
調掛を置かるゞやに聞く」（『大阪日報』）。
18 『東京横濱毎日新聞』，「外債募集ノ説」を掲載。
20 元老院会議で「金札引換公債証書発行条例改定案」審議開始 (27,
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28, 29日）
23 『大阪日報』，外債募集の説は福沢諭吉の「建議発言に出」るも
のとの噂を報道。
25・「先頃より廟堂にて米納回復説を瀕りに主張せらる>御方あり」
（『東京日日新聞』）。
・『郵便報知新聞』，外債募集と米納改正の議の不採用を報道。
26・『政談』（第 7号），「外債論」（続8号， 9号）
・岐阜県書記官斯波有造「財政ヲ論スル書〔財政救治ノ為外債募集
ヲ行フノ儀〕」を大隈参議へ呈上。
28 天皇，地租米納論に関して佐佐木高行の所見を徴す。
30・地租米納の議を不可とし，経費節減の内勅を下す。
・『大阪日報』， 内閣紛議について掲載した近事・扶桑の両雑誌が
発行停止になったことを報道。
10. 2・『東京横濱毎日新聞』， 佐野大蔵卿が内閣に外債募集の議を建議
したが，一二の大臣参議以外は反対するので大隈参議に相談した
という記事を掲載。
・「一時朝野の間に喧しかりし米納外債の両説は今後財政の如何に
依り再び燃え出るやも知れぬと雖ども先づ昨今廟堂にては中止の
姿なるよし」（『朝野新聞』）。
3・「去る五月頃内閣にて大隈参議が外債募集の説を嶺せられ」たこ
とがあるが，「頃ろ外債の説復た世上に流博する」（『大阪日報）。
・『政談』（第8号）， 10月2日付『毎日新聞』の記事を紹介し，
「外債を否む御方々は定めし古蘭的，ヘンネシー両氏の教訓を守
る人ならん」と報道。
5. 『東京横濱毎日新聞』， 2日に佐野大蔵卿が太政官へ出頭し二三の
参議と外債募集の議について数時間弁論したという記事を掲載。
・「黒田参議の僻識せらる>との趣きは一二の新聞が米納云>の議
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なり或は病氣によりてなど見えし」（『東京日日新聞』）。
6 「大阪日報』， 「廟堂にての薩長の軋礫」に関する東京の諸新聞
（東京日日新聞，東京横濱毎日新聞，郵便報知新聞）の報道を要
約。
* •この月， 外務1等書記（露国在勤）尾崎三良「財政罷見
（内債ヲ募リ紙幣ヲ減却スルノ儀〕」 (10月）呈上。
・宝眉謁編述•平田東助閲・三浦良春，青山大太郎共訳『日
本公債弁』 (10月）公刊。
10.27 改正金札引換公債条例発行。
1. 5 太政官， 「歳計ヲ節約シ紙幣錆却ノ元資ヲ増加シ併セテ地方ノ政
務ヲ改良スルノ要用ナルヲ察シ」「第48号」を布告。
6 『東京日日新聞』，「財政ノ改革」で『東京横濱毎日新聞」の記事
(4日）に関連し，外債発行によって財政困難を救治する事に反
対。
13 『東京輿論新誌』（第2号），「駁日本國債論者」。
14 『政談』（第14号），「外債論ノ実行近キニアリ」。
21 『政談』（第15号），「利ロノ外債ヲ妨ルノ悪」。
27・『東京輿論新聞』（第4号），「駁駁日本國債論者論」。
・「穎オ新誌』（第186号），「理財論」（赤水オニ郎）。
（明治14(1881)年）
月日
1.23 『政談』（第23号）， 「政府公債証書ヲ買収セシムルハ熱海ノ會議
卜密着ノ関係ヲ有スル説」。
30 『政談』第24号から第31号 (3月20日）まで8回にわたって『津
田興二訳 佛國紙幣始末』の広告が連載される。
2. 1 政府，明治14年度各官庁経費の節減を命令。
3.18 小野 梓，大隈参議への建言書「今政十宜」のなかで銀貨獲得の
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ための外債の発行を説く。
31 「此程太政官會計部に於て大隈参議を初め敷名の参議が膜々集會
さる汀ま十四年度費額減少を協議ならんとの噂さ」（『朝野新聞』）
4. 1 『東京日日新聞』， 大隈重信「十三年間財政要覧」を 9回に分け
て連載 (~12日）。
15 『東海経済新報』（第23号付録），「十三年間財政要覧」を掲載。
7 • イギリス公使，紙幣整理のため内債と外債を発行して銀行を設立
し，その仕事を東洋銀行支配人「ロベルトソン」に委ねるよう提
案（『明治憲政経済史論」収所松方正義「紙幣整理」及び『松方
正義関係文書 2』p.54-6)。
・大隈重信，伊藤博文と連名で「公債ヲ新募シ及ヒー大銀行ヲ設立
セン事ヲ請フノ議」を太政官に提出。松方大蔵卿， 「全ク我国ノ
利益トナ（ラズ）」と主張し，この議は中止となる（同上）。
•安川繁成検査官の内話によれば「大蔵省ノ報告ニハ國債三千萬圏
トアレ共，五億圏有之也。今迄ノ大蔵省ノ報告ハ皆虚也」（『佐佐
木高行日記 10』p.325)。
8.13 太政官第67号達「明治14年度歳入出予算表 (14年7月29日付）」
官省院庁府県へ通達。
15 『東海経済新報』（第35号）， 「外資移入ヲ論ス」。
19 18日に大蔵省国債局副長石橋少書記官が至急の用事で御巡幸先へ
出発したのは， 「政府にて外債二百万圏を募らる>の密議なりな
ど云ふ風説ありされど信じ難き事なり」（『東京日日新聞』）。
23 「大阪日報』，「外債二百万圃募集」の風説を報道。
26 「貴顕某公には近頃膜々横濱に赴むかれ同港の東洋銀行を訪はる
>よし聞く所に拠れば銀貨と紙幣との価格を平等ならしむるの策
を協議せらるゞなりと云へど真偽の如何は保し難し」（『東京横濱
毎日新聞』）。
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31 「伊藤参議には頃日頻りに横濱に赴き東洋銀行を訪る>よしにて
専ら銀貨と紙幣との差を恢復するの策を協議せらるりが為めなる
可しとの風評」（『大阪日報』）。
＊この月，岩倉具視「財政二関スル意見書」建議（『岩倉具美
関係文書 1』収所）。
9.11 『大阪日報』，「外債募集ノ非ヲ論ス」を 3回 (10月7,8日）に分載。
* •この月，内務卿松方正義，太政大臣三条賓美に「財政議」
提出『松方正義関係文書 2』p.35)。
10. 5 侍講副島種臣， 時事論述書を左大臣と大隈参議に呈し上奏を要
請，その中で「方今経済の要を語るは田口卯吉の右に出づる者な
からん， 以て大蔵卿輔に登用して不可なかるべし」と説く（『明
治天皇紀第五』 p.553)。
9 「國友雑誌』（第33号）， 「政府巨額ノ入費ヲ要スル時ハ租税公債
執レカ利ナルヤ」。
12・大隈重信，参議を免ぜられる。
・副島種臣が「田口卯吉ヲ大蔵卿二（中略）御登用アリタシト云ヘ
リ」（『佐佐木高行日記 10」p.455, 481, 487)。
14 国会開設（明治23年）の勅諭が発せられる。
18 「松方内務卿は参議に任ぜられ井上参議は兼外務卿を解て會計部
を擁任せられ或る銀行の頭取が大蔵省へ出仕するであろうと風聞
せり」（『郵便報知新聞』）。
21・官制改革。参議・諸省卿分任の制を止め，参議をして諸省卿を兼
ねしむるの制に復す。また新たに参事院を太政官に設置。
・内務卿松方正義，参議兼大蔵卿に任ぜられる。紙幣兌換の制度を
立てなければ紙幣整理の実を挙げることができないと主張（『松
方正義関係文書 2」p.52)。
29 農商務大書記官河瀬秀治， 依願免本官（『郵便報知新聞』 11月2
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日）。
11.12 『大阪日報』， 大隈の参議辞職により紙幣価値回復のための 9千
万円の外債募集が取り止めになったことを残念に思う記事を掲
載。
付記：本稿は平成4年度関西大学奨励研究費による成果の一部である。
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